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小林裕彦法律事務所 事務所便り 

負けへんで！ H28.9月号／vol.10 

 

Oniビジョン「もっと知りたい！」／RSKラジオ｢敷居のめぇ～っちゃ低い法律相談所｣ 

 Oni ビジョンの「もっと知りたい！」に出演中。直近の放送は，７月の「公正な第三者の厳しい目とは？」，

８月の「どう変わる？－配偶者の居住権保護－」，９月の「何故相続紛争が増えているのか」です。毎月何

回か放送されますので，是非ご覧になってください！ 

 RSK ラジオ「敷居のめぇ～っちゃ低い法律相談所」は，毎週月曜日午後７時からの放送。皆さまから番組

に寄せられた身近に起こる様々なトラブルを他の法律の専門家たちとともにおもしろく，そしてわかりやす

く解説していますよ！ 

Oni ビジョンの収録 

 

小林裕彦法律事務所 
岡山市北区弓之町２番１５号 

弓之町シティセンタービル６階 

Tel 086-225-0091  Fax 086-225-0092 

所長弁護士 小 林 裕 彦 

弁護士 岩橋 照美  弁護士 藤井 秀孝 

弁護士 丸山 洋平  弁護士 丸屋 祐太朗 

弁護士 柳原 徹也  弁護士 越智 量平 

弁護士 田中 利佳  （岡山弁護士会所属） 

HP: http://www.kobayashi-law-office.jp/  

 朝夕は少し過ごしやすくなりましたが，皆さんお元気ですか？ 

 私はと言いますと，この夏の間，本業のほか，岡山相続フォーラムでの講演，宮崎市で行われたＭ＆

Ａの実務家の連絡協議会への参加，日弁連での講師（演題は「包括外部監査の実務」），倉敷市社協主

催の温泉の講演（演題は「人生を豊かにする温泉のお話」）など大忙しでした。 

 ところで，日弁連は，私が委員を務めていた第３１次政府地方制度調査会の答申に反対意見を出して

います。その内容はというと，地方公共団体の監査制度の見直しについて，①統一的な監査基準策定に

反対，②修了要件を伴う研修に反対，③全国的な監査サポート組織の創設に反対と，何でも反対という

まるでどこかの政党みたいな感じになっていまして，私はそのような日弁連の意見に対して反対意見を

出しています（次頁はその骨子を分かりやすく書いているので，興味があればお読みください。）。い

ろんな意味で日弁連はもうダメですね。 

それにしても，倉敷社協主催の温泉の講演は約３００人以

上に出席していただき，大盛況でした。単に，どこかの温泉

評論家みたいに泉質が云々とかだけではなく，温泉と行政，

温泉と歴史，温泉と文化，温泉と地域といった切り口で，全

国のホンマモンの温泉を体験記を混ぜておもしろく話してい

ます。１１月１１日にも倉敷社協主催の温泉の講演を児島で

行いますので，お暇でしたら是非ご参加ください。 

「人生を豊かにする温泉のお話」の講演 

 

RSK ラジオの収録 
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平成２８年４月１９日 

「地制調答申に対する意見書」に対する意見（抄） 

岡山弁護士会所属    

弁護士 小 林 裕 彦 

 

１ 監査基準 

 

 ○ 統一的な監査基準は画一的な監査等を強いる弊害があるというが，答申では，「地方公共団体が地域の実

情にも留意して専門家や実務家等の知見も得ながら共同して定めることが適当である。」とされている。 

   そもそも監査においては，ある程度の画一性は必要ではないのか。ばらばらな監査のやり方だと，地方公

共団体のガバナンスの達成状況の比較さえしにくいし，答申も指摘しているとおり，住民にも分かりにくい

監査になるのではないか。 

 

 ○ 監査を行うに当たって，監査基準を設けるべきという一般的に当然と考えられる答申に対し，本来ルール

とか基準の策定と遵守をコンプライアンス的視点から発信すべき日弁連が画一的な監査等の弊害といった

抽象的な理由で反対を唱えていいのか。 

 

２ 修了要件を伴う研修 

 

 ○ 監査委員監査も包括外部監査もピンキリがあることを直視すべき。 

   むしろ監査の品質を向上させるため，修了要件を伴う研修は当然ではないか。 

   弁護士も品質の高い自治体監査を行うべきであり，そうであれば，研修において財務会計論（簿記，財務

諸表）や監査論の基本ぐらいはやった方がいいのではないか。地方自治法や地方財政論等は言うまでもない

が，監査委員さんや公認会計士さんらと自治体監査のあり方についていろいろ議論しながら集合研修を受け

たらいいのではないか。 

 

３ 全国的な協同組織 

 

 ○ 監査はそれぞれの地方公共団体が責任を持って行うことを前提に，情報提供や研修等を行うだけの全国的

な協同組織を設けることが何故地方分権に反するのか。 

 

 ○ 全国的な協同組織を作ると，「全国の地方公共団体や監査従事者にコストや負担を強いる」とあるが，全

国組織が一体具体的に何をしたらそのような大変なことになるのか。 

 

４ まとめ 

 

 ○ 現状ではむしろ包括外部監査を活用するという肯定的な方向性で答申が書かれている。 

   かかる状況で，監査基準とか研修といったいわば監査業務にとっては当然と考えられることを日弁連とし

て反対するのが適切か。 

   意見書が単に相手にされないだけならまだ良いが，むしろ，監査基準や研修まで否定するような日弁連や

弁護士には自治体監査は向いていないという流れになるリスクはないか。 

 

 ○ 弁護士が包括外部監査の資格者とされている以上，揚げ足取り的な意見を出さずに，むしろ，その与えら

れた監査権限の質を高める方向での建設的な意見を監査対象の監査協力義務とともに出すべきではないか。 
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************************************************************************* 

■□  法（ほう）～納得！ 第３２号  □■   平成２８年 ７月 １日発行 

************************************************************************* 
～ 相続のおはなし ～ 
 
 相続というのは，遠くの話のようにも思えますが，人間誰しもが経験する出来事でもあります。今回は，その相続について，一
緒に考えることにしましょう。 
  
○相続財産って，何？ 
 相続財産とは，被相続人（亡くなられた方）が，亡くなられたときに有していた一切の財産をいいます。この定義は，意外に重
要ですので，よく覚えておいて下さい。 
 なお，当然ながら，相続財産には，プラスの財産もマイナスの財産も含みます。その内訳を調査した上で，相続についてしなけ
ればならないことが変わってきますので，相続財産の調査は非常に重要です。 
 
○相続財産が借金だらけだった場合・・・ 
 さて，仮に，相続財産として，マイナスの財産の方が多かった場合に相続をすると，相続人はいきなり借金を背負うことになり
ます。これを避けるには，相続放棄をすることが有用です。 
 相続放棄とは，その言葉のとおり，相続を放棄することで，相続放棄をすると，相続人は，被相続人の権利も義務も一切引き継
ぐことはありません。 
 ここで注意が必要なのは，相続放棄は，自分が相続人となったことを知った時から３ヶ月以内にする必要があるという点です。
３ヶ月など，あっという間に過ぎます。身近な人が亡くなった後に，すぐに相続について調査等しなければならないというのは大
変なことですが，相続人にはこれからの人生がありますから，この点はしっかりと行動すべきです。 
 あと１つ注意をしなければならないのは，相続人が，一定の行為をすると，単純承認，つまりプラスの財産もマイナスの財産も
相続することを承認したとみなされるということです。この「一定の行為」とは，例えば，相続財産の一部を使ってしまった場合
があげられます。相続財産の全てを調査する前に安易に相続財産に手を出し，その後に多額の借金が見つかったから相続放棄をす
る・・・等ということはできないのです。どうぞ，お気をつけ下さい。 
  
○多額の相続財産があった場合！ 
 今までの話とは逆に，親が沢山の相続財産を残してくれている場合もあります。非常にありがたい話ですね。しかし，ただ喜ん
でばかりはいられません。この場合は，相続税という問題が発生してくるからです。 
 相続税とは，個人が被相続人から相続などによって財産を取得した場合に，その取得した財産に課される税金のことをいいます。  
 相続税には，基礎控除がありますので，それを上回る遺産がある場合にのみ，税金を支払わなければならないということになり
ます。基礎控除額は，３０００万円＋６００万円×法定相続人数となります。基礎控除額は，平成２６年までは５０００万円＋１０
００万円×法定相続人数だったのですが，これが平成２７年１月１日以降，先ほど述べた額に減額されました。そのため，相続税を
払わなければならない人が一気に増えたわけです。 
 そして，相続税は，相続があったことを知った日から，１０ヶ月以内に確定申告をし，その申告期限までに納税をしなければな
らないと定められています。 
 相続税を支払わなければならないのに，何もせず１０ヶ月という期間を経過してしまうと，無申告加算税や延滞税を課される危
険があります。 
 また，１０ヶ月の期限内に申告することで，小規模宅地特例や配偶者特例といった相続税の負担を軽減する特例の適用を受けら
れるというメリットもございます。小規模宅地特例とは，相続又は遺贈により取得した財産のうち，相続開始の直前において，被
相続人等の事業や居住の用に供されていた宅地等につき，一定の要件で相続税の課税価格に算入すべき価格を減額することを認め
てくれる特例です。例えば，被相続人等の居住の用に供されていた宅地等であれば，３３０平方メートルで８０％の減額を認めて
くれます。この場合，土地の価格が１億円であったとしても，２０００万円で相続税の計算ができるわけです。また，配偶者特例
とは，被相続人の配偶者が遺産分割や遺贈により実際に取得した正味の遺産額が，１億６０００万円か，配偶者の法定相続分相当
額のどちらか多い金額までは配偶者に相続税はかからないという制度です。 
 これらは，相続税の算定にとって重要な制度ですので，１０ヶ月以内の相続税の納付は重要になってきます。 
 さて，相続税対策としては，その額を如何に減らすかという対策と，相続税納付の金銭を用意するという対策が考えられます。 
 相続税対策としては，生前のうちにできる対策として，例えば，教育資金の贈与が考えられます。国は，教育資金を贈与した場
合，贈与税を非課税にするという制度を設けました。通常は，金銭を贈与すると，例えば１５００万円以下だと，４５％という高
率の税金がかかります。しかし，平成２５年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に，３０歳未満の方が，教育資金に充て
るために，金融機関等との一定の契約に基づき，受贈者の直系尊属から，(1)信託受益権を付与された場合，(2)書面による贈与によ
り取得した金銭を銀行等に預け入れをした場合，(3)書面による贈与により取得した金銭等で証券会社等で有価証券を購入した場合
には，その価格 
の１５００万円までの金額に相当する部分については，贈与税の課税価格に算入されないという制度が設けられました。 
 教育資金には，例えば、入学資金の検定料，入学金や授業料，学用品の購入費，更には，学習塾やスポーツ，ピアノといった文
化芸術に関する活動の対価等が含まれます。相続税のことを考え，有効なお金の使い方をしたいものですね。 
 もう１つの相続税対策としては，相続税納付の金銭を用意するという点があります。相続財産が多くとも，その大半が不動産等
容易に金銭に換価できないものであった場合，相続税の納付が難しくなることがあります。このようなときに有用なのが，生命保
険です。ここで，冒頭の相続財産の定義を思い出して下さい。相続財産 
とは，被相続人が，亡くなられたときに有していた一切の財産をいいます。つまり，被相続人が亡くなって初めて保険料がおりる
という生命保険は，相続財産を構成しないのです。そのため，生命保険金は，原則として受取人が自由に用いることができます。
そして，生命保険金は，相続税の対象ではありますが，５００万円×法定 
相続人の人数につき，非課税となりますので，これを有効活用すると良いでしょう。 
 
 相続対策は，生きている内から始まります。相続は，感情の対立で容易に「争族」となってしまいますので，「争族」にならな
いための対策は非常に重要で，この点については，様々な場所で講演等させて頂いております。皆様も，相続は誰しもが経験する
ものであるということを肝に銘じ，早めに対策をして下さい。 

 

 

ポイント 相続税対策として相続財産を減少させる方法。 
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************************************************************************* 
■□  法（ほう）～納得！ 第３３号  □■ 平成２８年 ８月 １日発行 
************************************************************************* 
～ 認知症家族の監督と法的義務 ～ 

 

 自分の家族が認知症になったという話は，高齢社会の日本においては，珍しい話ではなくなってきました。認知症患者をかかえ

る家族の負担については，様々な問題が提起されていますが，その中でも，認知症患者が事故に遭った際の，認知症患者の家族の

責任については，世間の注目を集めております。そのような中，今年の３月に，注目すべき判決がなされました。テレビのニュー

ス等でご覧になった方も多いのではないでしょうか。  

 今日は，その判決を検討し，認知症患者の家族の法的責任について考えてみましょう。 

  

 ○事件の概要 

 今回の事件の発端は，平成１９年１２月７日のある事故でした。即ち，徘徊の症状を伴う認知症患者が（配偶者，及び長男の妻

が中心となって介護をされていたようです。），同居している妻がくつろいでいる中，１人で外出（徘徊）し，ＪＲ東海の列車に

乗って隣接する駅で降り，ホーム先端のフェンス扉を開けてホームから線路上に入り，列車にはねられて死亡するという痛ましい

事故が発生しました。 

 上記事故を受けて，ＪＲ東海は，死亡した認知症患者の家族に対し，列車遅延によって生じた損害につき，損害賠償を求めて提

訴しました。 

   

 ○争点 

 この判決では，民法７１４条が問題となりました。民法７１３条では，「精神上の障害により自己の行為の責任を弁識する能力

を欠く状態にある間に他人に損害を加えた者は，その賠償の責任を負わない。」とされています（以上の者を，法律上は「責任無

能力者」といいます。）。そのため，認知症患者自身は，自分が線路内に入り，列車遅延を生じさせたとしても，法的責任を負う

ことはありません。しかし，このままでは，常に被害者が泣き寝入りをしなければならないため，「責任無能力者を監督する法定

の義務を負う者」は，監督義務を怠らなかったとき，又はその義務を怠らなくても損害が生ずべきであったときをのぞき，責任を

負わなければならないと定められています（民法７１４条）。 

 今回は，主として，認知症患者と同居していた配偶者と，長男がその「責任無能力者を監督する法定の義務を負う者」にあたる

かが問題となりましたが，本稿では紙面上，配偶者についてのみ記載することと致します。 

  

 ○判決の概要 

 まず，本判決は，認知症患者と同居していた配偶者につき，監督義務者（民法７１４条）に当たるとする法律上の根拠がないと

して，これを否定しました。 

 しかし，判例は，「法定の監督義務者に該当しない者であっても，責任無能力者との身分関係や日常生活における接触状況に照

らし，第三者に対する加害行為の防止に向けてその者が当該責任無能力者の監督を現に行いその態様が単なる事実上の監督を超え

ているなどその監督義務を引き受けたとみるべき特段の事情が認められる場合には，衡平の見地から法定の監督義務を負う者と同

視してその者に対し民法７１４条に基づく損害賠償責任を問うことができる」としました。その上で，その判断は，「その者自身

の生活状況や心身の状況などとともに，精神障害者との親族関係の有無・濃淡，同居の有無その他の日常的な接触の程度，精神障

害者の財産管理への関与の状況などその者と精神障害者との関わりの実情，精神障害者の心身の状況や日常生活における問題行動

の有無・内容，これらに対応して行われている監護や介護の実態など諸般の事情を総合考慮」しなければならないとしています。 

 その結果，認知症患者の配偶者は，長年認知症患者と同居し，その介護に当たってはいたが，本件事故当時８５歳で，左右下肢

に麻ひ拘縮があり，要介護１の認定を受けており，認知症患者の介護も長男の妻の補助を受けて行っていたことから，認知症患者

の第三者に対する加害行為を防止するために認知症患者を監督することが現実的に可能な状況にあったと言うことはできず，その

監督義務を引き受けていたと見るべき特段の事情はないとして，その責任を否定しました。 

  

 ○判決を見て・・・ 

 本判決での大きな問題は，法定の監督義務を負わない者も，一定の要件を満たした場合に法律上の責任を負う場合があるとした

点です。そして，その判断は，先に述べたような様々な要因を考慮して決せられることとなります。これにより，柔軟な対応が可

能なる一方で，責任を負う者の範囲が不明確となり，予測可能性に欠けるという結果をも招きました。上記判決は，今年の３月に

出されたばかりで，どのような人物が準監督義務者とされるかは，判例の積み重ねを待たなければなりませんが，認知症患者との

関わり方は，非常に難しいものとなっております。 

  

 ○今後の対策 

 厚生労働省は，認知症の人の意思が尊重され，できる限り住み慣れた地域の良い環境で自分らしく暮らし続けることができる社

会の実現を目指し，認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）を策定しています。その中で，認知症の人の介護者への支援も

重視されています。認知症患者を抱えておられる家族は，公的サービスを積極的に活用されるとよいかと思います。 

 また，それにとどまらず，万が一の事故に備え，個人賠償責任保険に加入することも１つの方法かもしれません。事故で認知症

患者が亡くなられた場合に，遺族が多額の損害賠償を支払わねばならないとなると，認知症患者もうかばれません。保険に加入す

ることで，ご家族の精神的な負担も軽減するかもしれません。 

  

 認知症患者のサポートは，日本社会全体の問題となっています。今日検討した判決も踏まえ，認知症患者とその家族の問題を，

今一度考えたいものです。 

ポイント 認知症の配偶者と同居していた者は監督義務を引き受けいていたと認められる一定の特段の事情 

がない限りは，監督義務は認められない。 
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ポイント 有期労働契約が試用期間と認められると期間満了をもって当然契約終了にはならない。 
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ポイント 契約よりも細い寸法の柱を使用した場合，構造には問題がなくても瑕疵に当たる。 
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ポイント 建物の材料が異なる場合といえども特に契約において材料が重視されていない場合は，瑕疵修補 

請求は認められず，損害賠償は請求できない。 
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ポイント 契約書を作成するに当たっては，生ずる可能性のあるトラブルを想定して作成することが重要。 
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ポイント 相続人間で債務の相続の合意をしても債

権者は法定相続分に従って請求できる。 

ポイント 遺産の範囲で紛争になっている場合は，まず

訴訟でそれを確定してから遺産分割の協議

に入る。 
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ポイント ライバル会社に就職しないという合意は，①必要性，②退職前の地位，③競業禁止の期間や地域，

④代替措置等を考慮して有効性を判断する。 



11 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント 退職の際の有給休暇使用には，実は効果的な対抗策がない。 
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別府鉄輪温泉（大分県） 

何だ今さら別府の鉄輪かぁと思われるかもしれませんが，なかなかどうして。別府は非常に奥が深

いですよ。 

別府温泉は，全体をそう言うのではありません。別府八湯と言いまして，別府，浜脇，亀川，堀田，

柴石，観海寺，明礬，鉄輪（かんなわ）に分かれます。個人的には，鉄輪の湯煙の風景とノスタルジ

ックな感じと湯治場的な感じが好きで，年に何回かは湯治的に訪れます。 

 鉄輪の穴場は，坊主地獄の出口の手前にある俗に「地獄３丁目の湯」と呼ばれる温泉です。ここは

もともと坊主地獄のオーナーのプライベートな温泉を開放してくれているものでして，一般客には温

泉に入れるという表示をしていません。知る人ぞ知るという温泉です。このブルーが深いですね。メ

タケイ酸の濃度が半端ではなく，ツルツルです。鉄輪の神和苑，観海寺のいちのいで会館，湯布院の

庄屋の館などと同系統のブルーです。 

 それから，別府には共同湯も多い。一つ一つにそれぞれ趣と個性があります。別府全体の共同湯は

２００以上あるので，本当に巡りがいがあります。 

 共同湯の変わり種といえば，別府競輪場の中の温泉，お寺の中の温泉，劇場の中の温泉，料理を食

べないと入れない温泉などさまざまな温泉があり，１００円で入れる温泉も数多くあります。 

 別府はどこの旅館がいいですか？と聞かれますが，私の定宿は鉄輪温泉の黒田やです。夕食は洋食

的創作料理，朝食はりゅうきゅうなどの地元の料理が出て，泉質も湯量も鉄輪の中でもトップクラス。

スタッフの感じもとてもいいです。そのほか，鉄輪温泉の豊山荘やアサヒ屋もヌルヌル系とシュワシ

ュワ系でレベルが高いですね。 

鉄輪温泉 地獄３丁目の湯 

 

 

  

 

鉄輪温泉 黒田や 

 

 

鉄輪温泉 豊山荘 

 

鉄輪温泉 アサヒ屋 

 


